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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。  

  

第一部 【企業情報】

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 10,983 10,045 9,934 22,076 20,670

 経常利益 (百万円) 501 604 524 1,072 1,329

 中間(当期)純利益 (百万円) 290 339 294 565 534

 純資産額 (百万円) 17,057 17,438 17,398 17,430 17,507

 総資産額 (百万円) 23,215 23,082 23,088 23,423 23,630

 １株当たり純資産額 (円) 742.05 766.28 773.63 765.36 778.39

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 12.63 14.91 13.08 24.13 23.56

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 73.5 75.5 75.4 74.4 74.1

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △276 △340 △153 1,513 1,153

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △557 △184 △281 △984 △476

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △189 △232 △230 △326 △346

 現金及び現金同等物 
 の中間期末(期末)残高

(百万円) 3,795 4,261 4,684 5,020 5,350

 従業員数 
 (他、平均臨時 
 従業員数)

(名)
377 

(740)
354

(636)
350

(596)
362 

(724)
344

(624)

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 9,277 8,354 8,271 19,148 17,686

 経常利益 (百万円) 294 393 289 814 1,049

 中間(当期)純利益 (百万円) 167 214 155 410 367

 資本金 (百万円) 2,346 2,346 2,346 2,346 2,346

 発行済株式総数 (株) 24,771,561 24,771,561 24,771,561 24,771,561 24,771,561

 純資産額 (百万円) 15,888 16,113 15,892 16,230 16,140

 総資産額 (百万円) 21,431 21,121 20,962 21,667 21,639

 １株当たり純資産額 (円) 691.21 708.04 706.68 712.63 717.62

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 7.27 9.41 6.90 17.38 16.21

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 １株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 10.00 10.00

 自己資本比率 (％) 74.1 76.3 75.8 74.9 74.6

 従業員数 
 (他、平均臨時 
 従業員数)

(名)
242 
(1)

226
(1)

218
(1)

233 
(1)

219
(1)



２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社５社で構成されており、その主要な事業は衣料品等繊維品事業であり

ます。子会社５社はすべて連結子会社であります。 

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(店頭販売員等)の当中間連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員（店頭販売員等）の当中間会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業部門等の名称 従業員数(名)

アパレル
251
(542)

テキスタイル
22
(５)

ファッショングッズ
21
(８)

その他
３
(２)

管理部門
53
(39)

合計
350
(596)

従業員数(名)
218
(1)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加を背景に景気は引

続き緩やかな回復基調が続きましたものの、ファッション業界に大きな影響を与える個人消費につきま

しては、サブプライムローン問題に端を発した株価下落や原油価格の上昇などに加え、定率減税の廃止

や９月末まで続いた記録的な猛暑の影響もあり、消費マインドが低調なまま推移する厳しい経営環境が

続きました。  

 このような環境のもと当社グループでは、「時代をデザインする」というコンセプトのもと、消費者

に愛され支持される強いものづくりとサービスの提供を行うことを基本理念に、アパレル及びファッシ

ョングッズ部門におきましては、複数の自社ブランドで構成される複合ブランドショップ（それぞれの

ブランドがそのコンセプトを明確に表現しているショップ）の開発、既存店舗への積極的なリニューア

ル投資、店頭運営力の更なる向上、店頭におけるファッショングッズの展開強化等を推進すると共に、

新ブランドの開発にも注力し、社内の優秀なデザイナーの才能を事業化したデザイナーズブランド「ラ

グエム」を本年秋冬物から店頭展開いたしました。  

 一方、テキスタイル部門では、プリントを中心とした企画提案型テキスタイルコンバーターとしての

地位を確固たるものとすべく、意匠企画力の向上による高感度・高品質商品の提供や、新規得意先の開

拓を進めてまいりました。また、グループとしては、より一層の生産コストの合理化に努めてまいりま

した。  

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、記録的な猛暑の影響を受け、アパレル部門において秋

物商戦で苦戦を強いられましたため、前中間連結会計期間比1.1％減少の99億34百万円にとどまりまし

た。利益面につきましても、店頭への積極的な投資により店頭諸経費や減価償却費等の諸経費が増加い

たしましたため、経常利益は前中間連結会計期間比13.1％減少の５億24百万円、中間純利益は前中間連

結会計期間比13.3％減少の２億94百万円となりました。  

 事業部門別売上高は以下のとおりであります。  

                                                                                

(アパレル部門) 

複数の自社ブランドで構成される複合ブランドショップ開発や既存店舗への積極的なリニューアル

投資等を積極的に推進し、売上の拡大を目指しましたが、天候不順の影響により秋物商戦で苦戦を強

いられましたため、売上高は前中間連結会計期間比2.6％減少の76億81百万円となりました。 

  

(テキスタイル部門) 

プリントを中心とした意匠企画力の向上や、新規得意先の開拓を進めてまいりました結果、売上高

は前中間連結会計期間比2.7％増加の14億42百万円となりました。 

  

(ファッショングッズ部門) 

自社ブランドによる複合ブランドショップを中心に、店頭におけるファッショングッズの展開を強

化いたしました結果、キャリア向けブランドの「ピサロ」が大きく伸長し、売上高は前中間連結会計

期間比7.7％増加の７億96百万円となりました。 

  

(その他部門) 

損害保険及び生命保険等の新規獲得に注力いたしました結果、売上高は前中間連結会計期間比

0.5％増加の13百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連

結会計年度に比べ、６億65百万円減少し、当中間連結会計期間末の残高は46億84百万円となりました。
                                                                                     

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金は、１億53百万円の減少（前中間連結会計期間は３億40百万円の減少）となり

ました。 これは主に、税金等調整前中間純利益の計上と季節的要因によるたな卸資産の増加や仕入

債務の減少、及び法人税等の支払によるものであります。 

                                                                                       

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金は、２億81百万円の減少（前中間連結会計期間は１億84百万円の減少）となり

ました。 これは主に、専門店・百貨店の店頭内装設備への支出によるものであります。 

                                                                                      

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金は、２億30百万円の減少（前中間連結会計期間は２億32百万円の減少）となり

ました。 これは主に、配当金の支払によるものであります。 

  

２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は仕入価額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

   相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

事業部門 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

アパレル 3,562 △12.3

テキスタイル 1,112 5.9

ファッショングッズ 497 0.4

その他 1 △13.9

合計 5,174 △7.7

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

アパレル 7,681 △2.6

テキスタイル 1,442 2.7

ファッショングッズ 796 7.7

その他 13 0.5

合計 9,934 △1.1



３ 【対処すべき課題】 

(1)当面の対処すべき課題について 

当中間連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

(2)当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）について 

①会社の支配に関する基本方針 

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の賛同を得ず

に行われる、一方的な株式の大量買付行為であっても、企業価値ひいては株主共同の利益に資するもの

であれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案

についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。  

 しかしながら、株式の大量買付等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたら

すもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大量買付

行為の内容や条件等について十分検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分

な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために

買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくあ

りません。  

 特に、当社の企業価値の源泉は、主に、① アパレル市場におけるミッシー・ミセスゾーンで長年に

わたって培ってきたブランド力、② ベターアップ商品でのクリエーション展開に特化しての高感度・

高品質な商品開発力、③ 優れた製品品質とそれを支える技術力、並びに、高い生産性と縫製技術によ

る生産・供給体制、④ 当社と顧客をつなぐ様々な販売チャネルの取引先との密接な人的関係に支えら

れた信頼関係、⑤ 充実した教育を受け豊富な販売経験を有する当社のファッション・アドバイザーが

直接顧客に接し販売することによりもたらされる顧客からの信頼等にあり、これらが株式の大量買付等

を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益は毀損されることになります。  

 こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株式の大量買付行為等が行われる場合に、不適切な買付

行為でないかどうかを株主の皆様が判断するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のため

に買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買付

行為を抑止するための枠組みが不可欠であると考えております。  

 当社は、上記方針に基づき、平成19年３月７日開催の取締役会において、当社株式の大量取得行為に

関する対応策（買収防衛策）（以下、「本プラン」という）の導入を決議いたしました。なお、「本プ

ラン」の導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、当社経営陣から独立した社外の有

識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士等学識経験者）からなる独立委員会を設置し、その

判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしており

ます。 

                                      



②本プランの概要 

当社株式に対する買付を行う者が、買付者等の詳細、目的、その他「本プラン」に定める情報の提

供、手続を遵守する旨の制約文言等を記載した書面の提出及び独立委員会による内容の検討、交渉、代

替案の検討期間の確保等の手続を遵守しない場合、又は当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれがある場合に、独立委員会の勧告により、「本プラン」に定める行使条

件を満たす株主に対して新株予約権の無償割当ての実施、又はその他独立委員会が適切と認めた対抗措

置を実施するものであります。対象となる買付は以下のとおりであります。 

ィ）当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付 

ロ）当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係  

   者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付 
                                               

なお、平成19年６月28日開催の当社定時株主総会において「本プラン」につき、当社株主の皆様のご

承認をいただきました。 

                                      

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  

第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、当社グループにおける主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 95,572,000

計 95,572,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,771,561 24,771,561
大阪証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

計 24,771,561 24,771,561 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 24,771,561 ― 2,346 ― 8,127



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 当社は自己株式 2,281千株(9.21％)を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

２ キング共栄会は、当社と継続的取引関係にある仕入先企業等を対象とした持株会であります。 

３ 財団法人山田育英財団は、昭和56年10月に当社創業者である故山田松義が、大学在学者で学力優秀、身体強

健、品行方正でありながら経済的事由により修学困難な者を対象に奨学援助を行い、国家社会有用の人材育

成に寄与することを目的に設立した財団であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大同生命保険株式会社
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

大阪府大阪市西区江戸堀１丁目２－１
(東京都中央区晴海１丁目８－11)

1,140 4.60

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,085 4.38

キング共栄会 大阪府吹田市豊津町１－７ 952 3.84

財団法人山田育英財団
京都府京都市下京区東塩小路高倉町
２番の１

900 3.63

山 田 幸 雄 京都府京都市左京区 831 3.36

有限会社ワイ・エンタープライ
ズ

京都府京都市左京区下鴨中川原町110 800 3.23

クレディエットバンクエスエイ
ルクセンブルジョワーズシリウ
スファンドジャパンオパチュニ
ティズサブファンド 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室)

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

708 2.86

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 629 2.54

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505019 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518
IFSC DUBLIN,IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

623 2.52

株式会社中央倉庫 京都市下京区朱雀内畑町41 580 2.34

計 ― 8,250 33.30



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 4,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 959株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,281,000
―

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,296,000
22,296 同上

単元未満株式
普通株式

194,561
― 同上

発行済株式総数 24,771,561 ― ―

総株主の議決権 ― 22,296 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社キング

大阪府吹田市豊津町１－７ 2,281,000 ― 2,281,000 9.21

計 ― 2,281,000 ― 2,281,000 9.21

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 432 424 419 420 411 403

最低(円) 410 403 400 403 376 364



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(1) 役職の異動 

 
  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

          専務取締役     
 (東京本社店長兼経営企画
室・マーケティング部・生産統
括部・品質管理室管掌)      

          専務取締役
 (経営企画室長兼東京本社店長
兼マーケティング部・生産統括
部・品質管理室管掌)

北村 晴彦 平成19年７月１日

   取締役 常務執行役員 
 (ライセンス事業部長兼営業
統轄兼店舗開発・運営室長)    

      取締役
 (ダ トラサルディ事業部長兼
営業統轄兼店舗開発・運営室長)

緒方 廣嗣 平成19年７月１日

      取締役 常務執行役員 
 (管理部門管掌兼大阪本社店
長兼京都本店長)

            取締役
 (管理部門管掌兼大阪本社店長
兼京都本店長)

石井 修二 平成19年７月１日

   取締役 執行役員 
 (第一事業部長兼ヌーヴィス
事業部長兼企画統轄（東京本社
担当）兼東京本社店長代行)   

      取締役
 (第一事業部長兼ヌーヴィス事
業部長兼企画統轄（東京本社担
当）兼東京本社店長代行)

四反田 孝 平成19年７月１日

   取締役 執行役員 
 (アンスペック事業部長兼ラ
イセンス事業部ダ トラサルデ
ィ企画部長兼企画統轄（大阪本
社担当）)

      取締役
 (アンスペック事業部長兼
ダ トラサルディ事業部企画部長
兼企画統轄（大阪本社担当）)  
 

古川 清敏 平成19年７月１日



第５ 【経理の状況】 

１  中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日)は、改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18

年９月30日)及び前中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)の中間連結財務諸表及び中

間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規

定に基づき、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日)及び当中間会計期間(自平

成19年４月１日 至平成19年９月30日)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、京都監査法人

により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 第60期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第60期中間会計期間の中間財務諸表 みすず監査法人

 第61期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第61期中間会計期間の中間財務諸表 京都監査法人 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,431 4,854 5,520

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 3,927 3,537 3,480

 ３ たな卸資産 3,441 3,409 3,199

 ４ 繰延税金資産 207 225 304

 ５ その他 389 439 362

   貸倒引当金 △73 △64 △68

   流動資産合計 12,323 53.4 12,402 53.7 12,798 54.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び構築物 2,612 2,650 2,643

  ２ 土地 3,649 3,649 3,649

  ３ その他 495 544 526

   有形固定資産合計 6,757 29.3 6,843 29.6 6,820 28.9

 (2) 無形固定資産 50 0.2 44 0.2 56 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 2,484 2,157 2,454

  ２ 長期貸付金 72 77 78

  ３ 繰延税金資産 ― 176 34

  ４ 差入保証金 907 890 897

  ５ その他 607 610 600

    貸倒引当金 △120 △114 △110

   投資その他の資産合計 3,950 17.1 3,798 16.5 3,955 16.7

   固定資産合計 10,758 46.6 10,686 46.3 10,831 45.8

   資産合計 23,082 100.0 23,088 100.0 23,630 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※２ 2,699 2,434 2,585

 ２ 短期借入金 380 380 380

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

10 75 80

 ４ 未払法人税等 206 167 400

 ５ 賞与引当金 341 333 447

 ６ 役員賞与引当金 6 5 18

 ７ 返品調整引当金 99 62 83

 ８ その他 848 957 936

   流動負債合計 4,590 19.9 4,414 19.1 4,930 20.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 75 ― ―

 ２ 繰延税金負債 0 ― ―

 ３ 退職給付引当金 377 382 383

 ４ 役員退職金引当金 179 ― 187

 ５ 厚生年金基金引当金 322 545 545

 ６ 長期未払金 ― 236 ―

 ７ その他 98 111 76

   固定負債合計 1,053 4.6 1,276 5.5 1,192 5.0

   負債合計 5,643 24.5 5,690 24.6 6,123 25.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,346 2,346 2,346

 ２ 資本剰余金 8,127 8,127 8,127

 ３ 利益剰余金 6,812 7,077 7,007

 ４ 自己株式 △546 △656 △655

   株主資本合計 16,739 72.5 16,894 73.2 16,825 71.2

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価差額金 699 504 681

   評価・換算差額等合計 699 3.0 504 2.2 681 2.9

   純資産合計 17,438 75.5 17,398 75.4 17,507 74.1

   負債・純資産合計 23,082 100.0 23,088 100.0 23,630 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 10,045 100.0 9,934 100.0 20,670 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 5,142 51.2 5,015 50.5 10,599 51.3

   売上総利益 4,902 48.8 4,918 49.5 10,071 48.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 4,453 44.3 4,560 45.9 9,055 43.8

   営業利益 449 4.5 358 3.6 1,015 4.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 6 17 17

 ２ 受取配当金 25 26 34

 ３ 受取地代家賃 87 87 172

 ４ 仕入割引 49 47 95

 ５ その他 18 186 1.8 22 201 2.0 53 373 1.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2 2 5

 ２ 売上割引 3 3 6

 ３ 賃貸等資産維持管理費 24 28 45

 ４ その他 1 31 0.3 0 34 0.3 1 59 0.3

   経常利益 604 6.0 524 5.3 1,329 6.4

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 0 ― 0

 ２ 貸倒引当金戻入額 5 5 0.1 7 7 0.0 9 10 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 32 22 62

 ２ 厚生年金基金引当金繰入額 ― 32 0.3 ― 22 0.2 222 285 1.4

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

577 5.8 509 5.1 1,054 5.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

191 157 592

   法人税等調整額 46 238 2.4 57 215 2.1 △72 520 2.5

   中間(当期)純利益 339 3.4 294 3.0 534 2.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,346 8,127 6,712 △546 16,639

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △227 △227

 役員賞与（注） △12 △12

 中間純利益 339 339

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 99 △0 99

平成18年９月30日残高(百万円) 2,346 8,127 6,812 △546 16,739

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 790 790 17,430

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ― △227

 役員賞与（注） ― △12

 中間純利益 ― 339

 自己株式の取得 ― △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△91 △91 △91

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△91 △91 8

平成18年９月30日残高(百万円) 699 699 17,438



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,346 8,127 7,007 △655 16,825

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △224 △224

 中間純利益 294 294

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 69 △0 68

平成19年９月30日残高(百万円) 2,346 8,127 7,077 △656 16,894

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 681 681 17,507

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △224

 中間純利益 ― 294

 自己株式の取得 ― △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△177 △177 △177

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△177 △177 △108

平成19年９月30日残高(百万円) 504 504 17,398



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,346 8,127 6,712 △546 16,639

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △227 △227

 役員賞与（注） △12 △12

 当期純利益 534 534

 自己株式の取得 △109 △109

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

－ － 295 △109 186

平成19年３月31日残高(百万円) 2,346 8,127 7,007 △655 16,825

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 790 790 17,430

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） － △227

 役員賞与（注） － △12

 当期純利益 － 534

 自己株式の取得 － △109

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

△109 △109 △109

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△109 △109 77

平成19年３月31日残高(百万円) 681 681 17,507



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 577 509 1,054

 ２ 減価償却費 205 251 430

 ３ その他の投資償却費 12 16 26

 ４ 貸倒引当金の増減額 △3 5 △15

 ５ 賞与引当金の増減額 △103 △114 3

 ６ 役員賞与引当金の増減額 6 △13 18

 ７ 返品調整引当金の減少額 △21 △21 △37

 ８ 退職給付引当金の増減額 7 △1 13

 ９ 役員退職金引当金の増減額 △0 △187 7

 10 厚生年金基金引当金の増加額 ― ― 222

 11 長期未払金の増加額 ― 236 ―

 12 受取利息及び受取配当金 △31 △44 △52

 13 支払利息 2 2 5

 14 固定資産売却益 △0 ― △0

 15 固定資産除却損 32 22 62

 16 役員賞与の支払額 △12 ― △12

 17 売上債権の増減額 △148 △66 304

 18 たな卸資産の増加額 △445 △209 △203

 19 仕入債務の減少額 △42 △150 △156

 20 その他 △145 △42 △94

    小計 △109 195 1,576

 21 利息及び配当金の受取額 30 44 50

 22 利息の支払額 △1 △3 △5

 23 法人税等の支払額 △260 △390 △467

   営業活動によるキャッシュ・フロー △340 △153 1,153

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △172 △282 △428

 ２ 有形固定資産の売却による収入 3 1 4

 ３ 無形固定資産の取得による支出 ― △0 △7

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △0 △0 △1

 ５ 貸付による支出 △9 △15 △35

 ６ 貸付金の回収による収入 23 16 43

 ７ 保証金の差入による支出 △43 △43 △65

 ８ 保証金の返還による収入 39 50 70

 ９ その他の投資の取得による支出 △24 △6 △55

 10 その他の投資の売却による収入 0 ― 0

   投資活動によるキャッシュ・フロー △184 △281 △476

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △5 △5 △10

 ２ 自己株式の取得による支出 △0 △0 △109

 ３ 配当金の支払額 △227 △224 △227

   財務活動によるキャッシュ・フロー △232 △230 △346

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △758 △665 330

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,020 5,350 5,020

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 4,261 4,684 5,350



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数及び連結子会

社名

    連結子会社は、株式会社ポ

ーン、株式会社キングテキス

タイル、株式会社エス企画、

株式会社キングアパレルサポ

ート及び株式会社プリンスエ

イジェンシーの５社でありま

す。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数及び連結子会

社名

    同左

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数及び連結子会

社名

    同左

 (2) 主要な非連結子会社名

    非連結子会社はありませ

ん。

 (2) 主要な非連結子会社名

    同左

 (2) 主要な非連結子会社名

    同左

２ 持分法の適用に関する事項

   該当する会社はありません。

２ 持分法の適用に関する事項

   同左

２ 持分法の適用に関する事項

   同左

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

   連結子会社のうち、株式会社

エス企画及び株式会社キングア

パレルサポートの中間決算日は

９月30日でありますが、株式会

社ポーン、株式会社キングテキ

スタイル及び株式会社プリンス

エイジェンシーの中間決算日は

６月30日であるため、中間連結

決算日との間に生じた重要な取

引についての調整を行っており

ます。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

   同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

   連結子会社のうち、株式会社

エス企画及び株式会社キングア

パレルサポートの決算日は３月

31日でありますが、株式会社ポ

ーン、株式会社キングテキスタ

イル及び株式会社プリンスエイ

ジェンシーの決算日は12月31日

であるため、連結決算日との間

に生じた重要な取引についての

調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

   ①有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全

部純資産直入法により

処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

   ①有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

   ①有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

     時価のないもの

      移動平均法による原価

法

     時価のないもの

      同左

     時価のないもの

      同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   ②たな卸資産

    商 品…総平均法による原

価法

    貯蔵品…個別法による原価

法

    季越品については、販売可

能価額まで評価換えを実施

しております。

   ②たな卸資産

    同左

   ②たな卸資産

    同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   ①有形固定資産

    定率法

     ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法によっておりま

す。

     なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

     建物及び構築物

２～50年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   ①有形固定資産

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   ①有形固定資産

    同左

（会計方針の変更）  

 法人税法の改正（（所得

税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法

律第6号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第

83号））に伴い、当中間連

結会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得したも

のについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更

しております。  

 これに伴い、前中間連結

会計期間と同一の方法によ

った場合と比べ、営業利

益、経常利益、税金等調整

前中間純利益、中間純利益

が10百万円それぞれ減少し

ております。  

（追加情報）  

 当中間連結会計期間よ

り、平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によ

っております。  

 これに伴い、前中間連結

会計期間と同一の方法によ

った場合と比べ、営業利

益、経常利益、税金等調整

前中間純利益、中間純利益

が８百万円それぞれ減少し

ております。 



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   ②無形固定資産

    定額法

     なお、ソフトウェア(自

社利用分)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によ

っております。

   ②無形固定資産

    同左

   ②無形固定資産

    同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

   ①貸倒引当金

     債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準

   ①貸倒引当金

     同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

   ①貸倒引当金

     同左

   ②賞与引当金

     従業員の賞与の支出に備

えるため、支給見込額を計

上しております。

   ②賞与引当金

     同左

   ②賞与引当金

     同左

   ③役員賞与引当金

     役員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、当

連結会計年度における支給

見込額に基づき、当中間連

結会計期間に見合う分を計

上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間から

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用して

おります。 

 この結果、従来の方法に

比べて、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純

利益が、それぞれ６百万円

減少しております。

   ③役員賞与引当金

     役員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、当

連結会計年度における支給

見込額に基づき、当中間連

結会計期間に見合う分を計

上しております。

   ③役員賞与引当金

     役員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、当

連結会計年度における支給

見込額に基づき、当連結会

計年度に見合う分を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度から「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用してお

ります。 

 この結果、従来の方法に

比べて、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純

利益が、それぞれ18百万円

減少しております。

   ④返品調整引当金

     当中間連結会計期間末日

後に予想されるアパレル部

門の売上返品による損失に

備えるため、過去の返品率

等を勘案し、将来の返品に

伴う損失見込額を計上して

おります。

   ④返品調整引当金

     当中間連結会計期間末日

後に予想される売上返品に

よる損失に備えるため、過

去の返品率等を勘案し、将

来の返品に伴う損失見込額

を計上しております。

   ④返品調整引当金

     当連結会計年度末日後に

予想される売上返品による

損失に備えるため、過去の

返品率等を勘案し、将来の

返品に伴う損失見込額を計

上しております。



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   ⑤退職給付引当金

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

     なお、数理計算上の差異

については、各連結会計年

度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定

率法により按分した額を翌

連結会計年度より費用処理

しております。

   ⑤退職給付引当金

     同左

   ⑤退職給付引当金

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。

     なお、数理計算上の差異

については、各連結会計年

度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定

率法により按分した額を翌

連結会計年度より費用処理

しております。

   ⑥役員退職金引当金

     提出会社では、役員の退

職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間連結

会計期間末要支給額を引当

計上しております。

   ⑥役員退職金引当金

      ――― 

 

   ⑥役員退職金引当金

     提出会社では、役員の退

職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく連結会計

年度末要支給額を引当計上

しております。

（追加情報）  

 提出会社では、従来、役

員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額

を引当計上しておりました

が、平成19年６月28日の定

時株主総会の日をもって役

員退職慰労金制度を廃止

し、退任時に打ち切り支給

する旨の承認を得ましたの

で、当総会終結時に在任す

る役員に対する就任時から

当総会終結時までの退職慰

労金要支給相当額236百万円

については、固定負債の

「長期未払金」として計上

しております。



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   ⑦厚生年金基金引当金

     提出会社では、総合型基

金である京都織物卸商厚生

年金基金に加入しておりま

すが、将来の年金給付の確

保に備えるため、同基金の

予測給付債務から年金資産

の公正な評価額を控除した

額のうち当社負担部分につ

いて合理的な方法で計算し

た額を計上しております。

   ⑦厚生年金基金引当金

    同左

   ⑦厚生年金基金引当金

     提出会社では、総合型基

金である京都織物卸商厚生

年金基金に加入しておりま

すが、将来の年金給付の確

保に備えるため、同基金の

予測給付債務から年金資産

の公正な評価額を控除した

額のうち当社負担部分につ

いて合理的な方法で計算し

た額を計上しております。 

 なお、当連結会計年度に

おいて提出会社が加入して

いる総合型厚生年金基金の

規約変更に伴い、特別損失

において厚生年金基金引当

金繰入額222百万円を計上

しております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    同左

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    同左

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理

    同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

   中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

   同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

   連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。



会計処理の変更 

  

 

                                                                             

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

                                                                                                          

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は17,438百万円であ

ります。  

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

―――
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は17,507百万円であ

ります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は4,918百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は5,187百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は5,040百万円でありま

す。

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。  

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、以下の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高から除かれて

おります。  

 受取手形   23百万円 

 支払手形   22百万円

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。  

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、以下の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高から除かれて

おります。  

 受取手形    20百万円 

 支払手形    29百万円

※２ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、以下の連結会計年度末日

満期手形が、連結会計年度末

残高から除かれております。 

 

 受取手形    21百万円 

 支払手形    26百万円

 

○保証債務

(保証先) (保証額)

勝西俊明 他11件 29百万円

金融機関借入保証
 

○保証債務

(保証先) (保証額)

㈲木村商事 他20件 48百万円

金融機関借入保証
 

○保証債務

(保証先) (保証額)

㈲木村商事 他13件 34百万円

金融機関借入保証



(中間連結損益計算書関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 返品調整引当金戻入額21百万

円が売上原価に含まれており

ます。

※１ 返品調整引当金戻入額21百万

円が売上原価に含まれており

ます。

※１ 返品調整引当金戻入額37百万

円が売上原価に含まれており

ます。

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

販売促進費 505百万円

貸倒引当金 
繰入額

5

給与手当 1,710

賞与引当金 
繰入額

341

役員賞与 
引当金繰入額

6

退職給付費用 86

※２ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

販売促進費 576百万円

貸倒引当金
繰入額

15

給与手当 1,648

賞与引当金
繰入額

333

役員賞与
引当金繰入額

5

退職給付費用 61

役員退職金
引当金繰入額

3

※２ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

販売促進費 1,075百万円

貸倒引当金
繰入額

4

給与手当 3,725

賞与引当金
繰入額

447

役員賞与
引当金繰入額

18

退職給付費用 161

役員退職金
引当金繰入額

7

 

※３ 固定資産売却益の内訳

    有形固定資産

建物及び 
構築物

0百万円

その他 0

計 0

※３     ―――  

 

    

 

※３ 固定資産売却益の内訳

    有形固定資産

建物及び 
構築物

0百万円

その他 0

計 0

 

 

※４ 固定資産除却損の内訳

    有形固定資産

建物及び 
構築物

15百万円

その他 12

    投資その他の資産

その他 4

計 32

 

 

※４ 固定資産除却損の内訳

    有形固定資産

建物及び
構築物

8百万円

その他 11

    投資その他の資産
差入 
保証金

0

その他 2

計 22

 
 

※４ 固定資産除却損の内訳

    有形固定資産

建物及び 
 構築物

30百万円

その他 24

無形固定資産 0

    投資その他の資産

差入
保証金

0

その他 6

計 62



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
                                                

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 580株 

                                            

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

                                                        

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 24,771,561 ― ― 24,771,561

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 2,013,483 580 ― 2,014,063

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 227 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
                                             

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1,716株 

                                           

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

                                                         

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 24,771,561 ― ― 24,771,561

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 2,280,243 1,716 ― 2,281,959

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月16日 
取締役会

普通株式 224 10 平成19年３月31日 平成19年６月13日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   760株 

 取締役会決議による自己株式取得 266,000株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

                                                        

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,771,561 － － 24,771,561

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,013,483 266,760 － 2,280,243

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 227 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月16日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 224 10 平成19年３月31日 平成19年６月13日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日)

現金及び預金勘定 4,431百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△170

現金及び現金同等物 4,261

  

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成19年９月30日)

現金及び預金勘定 4,854百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△170

現金及び現金同等物 4,684

  

現金及び現金同等物の連結会計年度

末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 5,520百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△170

現金及び現金同等物 5,350



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額
工具器具
備品 

(百万円)

無形 
固定資産 
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

43 36 79

減価償却 
累計額 
相当額

29 24 53

中間期末 
残高相当額

14 11 25

 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額
工具器具
備品 

(百万円)

無形
固定資産
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

29 36 65

減価償却 
累計額 
相当額

23 31 54

中間期末 
残高相当額

6 4 11

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額
工具器具
備品 

(百万円)

無形 
固定資産 
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額
相当額

29 36 65

減価償却
累計額 
相当額

20 27 48

期末残高
相当額

9 8 17

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。

②未経過リース料中間期末残高相当

額

１年以内 14 百万円

１年超 11

計 25

②未経過リース料中間期末残高相当

額

１年以内 7 百万円

１年超 4

計 11

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 12 百万円

１年超 5

計 17

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 8 百万円

減価償却費 
相当額

8

③支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 6 百万円

減価償却費
相当額

6

③支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 16 百万円

減価償却費
相当額

16

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

④減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 

④減価償却費相当額の算定方法 

  同左

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。

(減損損失について)  

 同左

(減損損失について) 

 同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
                                                         

 
(注) 上記表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、株式の減損にあたっては下記の合理的な

基準により減損処理を行っております。 
                                               

 
                                                         

２ 時価評価されていない主な有価証券 
                                          

 
(注) 時価評価されていない非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損0百万円を計上しております。

  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

計 ― ― ―

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 830 1,997 1,166

 ② 債券 ― ― ―

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

 ③ その他 378 391 12

計 1,208 2,388 1,179

時価の下落率が50％以上の場合 減損処理を行う

時価の下落率が30％以上50％未満の場合
過去１年間連続して30％以上の下落率にあるものについては 
減損処理を行う

時価の下落率が30％未満の場合 減損処理を行わない

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

― ―

計 ―

(2) その他有価証券

  非上場株式 95

計 95



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
                                            

 
(注) 上記表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、株式の減損にあたっては下記の合理的な

基準により減損処理を行っております。 
                                       

 
                                              

２ 時価評価されていない主な有価証券 
                                     

 
  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

計 ― ― ―

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 832 1,637 804

 ② 債券 ― ― ―

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

 ③ その他 378 424 45

計 1,210 2,061 850

時価の下落率が50％以上の場合 減損処理を行う

時価の下落率が30％以上50％未満の場合
過去１年間連続して30％以上の下落率にあるものについては 
減損処理を行う

時価の下落率が30％未満の場合 減損処理を行わない

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

― ―

計 ―

(2) その他有価証券

  非上場株式 95

計 95



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
(注) 上記表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、株式の減損にあたっては下記の合理的な

基準により減損処理を行っております。 
  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) 時価評価されていない非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損0百万円を計上しております。

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日)、当中間連結会計期間末(平成19年９月30日)及び前連結会計

年度末(平成19年３月31日) 
  

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

                                                                                      

区分
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

計 ― ― ―

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 831 1,872 1,040

 ② 債券 ― ― ―

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

 ③ その他 378 486 108

計 1,209 2,359 1,149

時価の下落率が50％以上の場合 減損処理を行う

時価の下落率が30％以上50％未満の場合
過去１年間連続して30％以上の下落率にあるものについては 
減損処理を行う

時価の下落率が30％未満の場合 減損処理を行わない

区分
連結貸借対照表
計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

― ―

計 ―

(2) その他有価証券

  非上場株式 95

計 95



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４

月１日 至平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
                                      

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４

月１日 至平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
  

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める衣料品等繊維品事業の割合がいずれも90％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４

月１日 至平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
  

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４

月１日 至平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
  

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

                                                  

(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４

月１日 至平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
                                            

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
                                           

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年

４月１日 至平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
                                            

該当事項はありません。 

                                                                           

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 766.28円 １株当たり純資産額 773.63円 １株当たり純資産額 778.39円

１株当たり中間純利益 14.91円 １株当たり中間純利益 13.08円 １株当たり当期純利益 23.56円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

中間連結貸借対照表の純資産の部の
合計額(百万円)

17,438 17,398 17,507

普通株式に係る純資産額(百万円) 17,438 17,398 17,507

普通株式の発行済株式数（千株） 24,771 24,771 24,771

普通株式の自己株式数（千株） 2,014 2,281 2,280

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

22,757 22,489 22,491

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 339 294 534

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益(百
万円)

339 294 534

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,757 22,490 22,696



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,753 4,138 4,593

 ２ 受取手形 ※２ 113 87 124

 ３ 売掛金 2,548 2,172 2,369

 ４ たな卸資産 3,345 3,280 3,077

 ５ 繰延税金資産 185 203 267

 ６ その他 506 480 472

   貸倒引当金 △64 △53 △61

   流動資産合計 10,389 49.2 10,309 49.2 10,843 50.1

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び構築物 2,612 2,650 2,643

  ２ 土地 3,649 3,649 3,649

  ３ その他 491 540 523

   有形固定資産合計 6,752 32.0 6,840 32.6 6,816 31.5

 (2) 無形固定資産 48 0.2 42 0.2 54 0.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 2,532 2,205 2,502

  ２ 長期貸付金 3 ― ―

  ３ 繰延税金資産 ― 177 34

  ４ 差入保証金 907 890 897

  ５ その他 605 609 597

    貸倒引当金 △117 △112 △107

   投資その他の資産合計 3,930 18.6 3,770 18.0 3,925 18.1

   固定資産合計 10,731 50.8 10,653 50.8 10,796 49.9

   資産合計 21,121 100.0 20,962 100.0 21,639 100.0



 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※２ 491 377 578

 ２ 買掛金 1,857 1,700 1,678

 ３ 短期借入金 380 380 380

 ４ 未払法人税等 127 85 320

 ５ 賞与引当金 187 174 256

 ６ 役員賞与引当金 6 5 18

 ７ 返品調整引当金 99 62 83

 ８ その他 870 999 982

   流動負債合計 4,020 19.0 3,784 18.1 4,297 19.9

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 0 ― ―

 ２ 退職給付引当金 377 382 383

 ３ 役員退職金引当金 179 ― 187

 ４ 厚生年金基金引当金 322 545 545

 ５ 長期未払金 ― 236 ―

 ６ その他 107 121 85

   固定負債合計 987 4.7 1,285 6.1 1,202 5.5

   負債合計 5,007 23.7 5,069 24.2 5,499 25.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,346 2,346 2,346

 ２ 資本剰余金

   資本準備金 8,127 8,127 8,127

   資本剰余金合計 8,127 8,127 8,127

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 587 587 587

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 3,630 3,630 3,630

    繰越利益剰余金 1,270 1,354 1,424

   利益剰余金合計 5,487 5,571 5,641

 ４ 自己株式 △546 △656 △655

   株主資本合計 15,413 73.0 15,388 73.4 15,458 71.4

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価差額金 699 504 681

   評価・換算差額等合計 699 3.3 504 2.4 681 3.2

   純資産合計 16,113 76.3 15,892 75.8 16,140 74.6

   負債・純資産合計 21,121 100.0 20,962 100.0 21,639 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,354 100.0 8,271 100.0 17,686 100.0

Ⅱ 売上原価 3,929 47.0 3,845 46.5 8,448 47.8

   売上総利益 4,424 53.0 4,426 53.5 9,237 52.2

   返品調整引当金戻入額 21 0.2 21 0.3 37 0.2

   差引売上総利益 4,445 53.2 4,447 53.8 9,274 52.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,193 50.2 4,310 52.1 8,513 48.1

   営業利益 252 3.0 137 1.7 760 4.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8 17 20

 ２ その他 162 170 2.0 167 185 2.2 324 344 1.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2 2 4

 ２ その他 ※１ 27 29 0.3 30 32 0.4 51 55 0.3

   経常利益 393 4.7 289 3.5 1,049 5.9

Ⅵ 特別利益 ※２ 5 0.1 7 0.1 10 0.1

Ⅶ 特別損失 ※３ 32 0.4 22 0.3 285 1.6

   税引前中間(当期)純利益 366 4.4 273 3.3 774 4.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

113 75 472

   法人税等調整額 38 152 1.8 42 118 1.4 △65 407 2.3

   中間(当期)純利益 214 2.6 155 1.9 367 2.1



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,346 8,127 8,127

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ―

 役員賞与（注） ―

 中間純利益 ―

 自己株式の取得 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 2,346 8,127 8,127

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 587 3,630 1,295 5,512 △546 15,439

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △227 △227 △227

 役員賞与（注） △12 △12 △12

 中間純利益 214 214 214

 自己株式の取得 ― △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △25 △25 △0 △25

平成18年９月30日残高(百万円) 587 3,630 1,270 5,487 △546 15,413

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 790 790 16,230

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ― △227

 役員賞与（注） ― △12

 中間純利益 ― 214

 自己株式の取得 ― △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△91 △91 △91

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△91 △91 △116

平成18年９月30日残高(百万円) 699 699 16,113



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,346 8,127 8,127

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ―

 中間純利益 ―

 自己株式の取得 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ―

平成19年９月30日残高(百万円) 2,346 8,127 8,127

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 587 3,630 1,424 5,641 △655 15,458

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △224 △224 △224

 中間純利益 155 155 155

 自己株式の取得 ― △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △69 △69 △0 △70

平成19年９月30日残高(百万円) 587 3,630 1,354 5,571 △656 15,388

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 681 681 16,140

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △224

 中間純利益 ― 155

 自己株式の取得 ― △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△177 △177 △177

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△177 △177 △247

平成19年９月30日残高(百万円) 504 504 15,892



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,346 8,127 8,127

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ―

 役員賞与（注） ―

 当期純利益 ―

 自己株式の取得 ―

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(百万円) 2,346 8,127 8,127

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 587 3,630 1,295 5,512 △546 15,439

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △227 △227 △227

 役員賞与（注） △12 △12 △12

 当期純利益 367 367 367

 自己株式の取得 ― △109 △109

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 128 128 △109 19

平成19年３月31日残高(百万円) 587 3,630 1,424 5,641 △655 15,458

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 790 790 16,230

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― △227

 役員賞与（注） ― △12

 当期純利益 ― 367

 自己株式の取得 ― △109

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額（純額）

△109 △109 △109

事業年度中の変動額合計(百万円) △109 △109 △89

平成19年３月31日残高(百万円) 681 681 16,140



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ①子会社株式

   移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ①子会社株式

   同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ①子会社株式

   同左

  ②その他有価証券

   時価のあるもの

    中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

  ②その他有価証券

   時価のあるもの

    同左

  ②その他有価証券

   時価のあるもの

    事業年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

   時価のないもの

    同左

   時価のないもの

    同左

 (2) たな卸資産

   商 品…総平均法による原価

法

   季越品については、販売可能

価額まで評価換えを実施して

おります。

 (2) たな卸資産

   同左

 (2) たな卸資産

   同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法

    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法によっております。

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

    建物及び構築物

２～50年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   同左

（会計方針の変更）  

 法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））

に伴い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。  

 これに伴い、前中間会計期

間と同一の方法によった場合

と比べ、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益、中間

純利益が10百万円それぞれ減

少しております。  

 



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）  

 当中間会計期間より、平成

19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方

法によっております。  

 これに伴い、前中間会計期

間と同一の方法によった場合

と比べ、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益、中間

純利益が８百万円それぞれ減

少しております。

 (2) 無形固定資産

   定額法

    なお、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっておりま

す。

 (2) 無形固定資産

   同左

 (2) 無形固定資産

   同左

 (3) 長期前払費用

   定額法

 (3) 長期前払費用

   同左

 (3) 長期前払費用

   同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    同左

 (2) 賞与引当金

    従業員の賞与の支出に備え

るため、支給見込額を計上し

ております。

 (2) 賞与引当金

    同左

 (2) 賞与引当金

    同左

 (3) 役員賞与引当金

    役員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、当事業

年度における支給見込額に基

づき、当中間会計期間に見合

う分を計上しております。  

（会計方針の変更）  

 当中間会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第4

号）を適用しております。  

 この結果、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が、それ

ぞれ６百万円減少しておりま

す。 

 (3) 役員賞与引当金

    役員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、当事業

年度における支給見込額に基

づき、当中間会計期間に見合

う分を計上しております。 

 (3) 役員賞与引当金

    役員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、当事業

年度における支給見込額に基

づき、当事業年度に見合う分

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月

29日企業会計基準第４号）を

適用しております。 

 この結果、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、それ

ぞれ18百万円減少しておりま

す。



 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 返品調整引当金

    中間会計期間末日後に予想

されるアパレル部門の売上返

品による損失に備えるため、

過去の返品率等を勘案し、将

来の返品に伴う損失見込額を

計上しております。

 (4) 返品調整引当金

    中間会計期間末日後に予想

される売上返品による損失に

備えるため、過去の返品率等

を勘案し、将来の返品に伴う

損失見込額を計上しておりま

す。    

 (4) 返品調整引当金

    事業年度末日後に予想され

る売上返品による損失に備え

るため、過去の返品率等を勘

案し、将来の返品に伴う損失

見込額を計上しております。

 (5) 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

    なお、数理計算上の差異に

ついては、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定率法により按

分した額を翌事業年度より費

用処理しております。

 (5) 退職給付引当金

    同左

 (5) 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。

    なお、数理計算上の差異に

ついては、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定率法により按

分した額を翌事業年度より費

用処理しております。

 (6) 役員退職金引当金

    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中

間会計期間末要支給額を引当

計上しております。

 (6) 役員退職金引当金

      ――― 

 (6) 役員退職金引当金

    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく事

業年度末要支給額を引当計上

しております。

（追加情報）  

 従来、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基

づく中間会計期間末要支給額

を引当計上しておりました

が、平成19年６月28日の定時

株主総会の日をもって役員退

職慰労金制度を廃止し、退任

時に打ち切り支給する旨の承

認を得ましたので、当総会終

結時に在任する役員に対する

就任時から当総会終結時まで

の退職慰労金要支給相当額

236百万円については、固定

負債の「長期未払金」として

計上しております。    



 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (7) 厚生年金基金引当金

    当社は総合型基金である京

都織物卸商厚生年金基金に加

入しておりますが、将来の年

金給付の確保に備えるため、

同基金の予測給付債務から年

金資産の公正な評価額を控除

した額のうち当社負担部分に

ついて合理的な方法で計算し

た額を計上しております。

 (7) 厚生年金基金引当金

    同左

 (7) 厚生年金基金引当金

    当社は総合型基金である京

都織物卸商厚生年金基金に加

入しておりますが、将来の年

金給付の確保に備えるため、

同基金の予測給付債務から年

金資産の公正な評価額を控除

した額のうち当社負担部分に

ついて合理的な方法で計算し

た額を計上しております。 

 なお、当事業年度において

当社が加入している総合型厚

生年金基金の規約変更に伴

い、特別損失において厚生年

金基金引当金繰入額222百万

円を計上しております。

４ リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

４ リース取引の処理方法

   同左

４ リース取引の処理方法

   同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

   なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   同左

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。



次へ 

会計処理の変更 

  

 
                                                                       

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は16,113百万円であ

ります。  

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――― 
（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は16,140百万円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,911百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,179百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,032百万円

※２ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、以下の中間会計期間末日

満期手形が、中間会計期間末

残高から除かれております。 

 受取手形    19百万円 

 支払手形    13百万円

※２ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、以下の中間会計期間末日

満期手形が、中間会計期間末

残高から除かれております。 

 受取手形    18百万円 

 支払手形    19百万円

※２ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、満期日に決

済が行われたものとして処理

しております。 

なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、以

下の事業年度末日満期手形

が、事業年度末残高から除か

れております。       

 受取手形    13百万円 

 支払手形    14百万円

○保証債務

(保証先) (保証額)

㈱プリンス
エイジェンシー

85百万円

○保証債務

(保証先) (保証額)

㈱プリンス
エイジェンシー

75百万円

○保証債務

(保証先) (保証額)

㈱プリンス
エイジェンシー

80百万円

金融機関借入保証 金融機関借入保証 金融機関借入保証

勝西俊明 
他11件

29
㈲木村商事 
他20件

48
㈲木村商事
他13件

34

金融機関借入保証 金融機関借入保証 金融機関借入保証

  計 114   計 123  計 114



(中間損益計算書関係) 
  

 
                                                    

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 580株 
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 1,716株 
  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   760株 

   取締役会決議による自己株式取得 266,000株 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額

  有形固定資産 174百万円

  無形固定資産 30百万円

  有形固定資産 238百万円

  無形固定資産 12百万円

  有形固定資産 397百万円

  無形固定資産 32百万円

※２ 特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入額   5百万円

※２ 特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入額   7百万円

※２ 特別利益の主要項目  

  貸倒引当金戻入額   9百万円

 

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 32百万円

(内訳)

有形固定資産

 建物及び 
 構築物

15

 その他 12

投資その他の 
資産

 その他 4

 計 32

 

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 22百万円

(内訳)

有形固定資産

 建物及び
 構築物

8

 その他 11

投資その他の
資産

 差入保証金 0

  その他 2

 計 22

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 62百万円

(内訳)

有形固定資産

建物及び
 構築物

30

その他 24

投資その他の
資産

差入保証金 0

その他 6

計 62

厚生年金基金
引当金繰入額

222百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 2,013,483 580 ― 2,014,063

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 2,280,243 1,716 ― 2,281,959

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,013,483 266,760 ― 2,280,243



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

 

工具器具
備品 

(百万円)

無形 
固定資産 
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

39 36 75

減価償却 
累計額 
相当額

25 24 49

中間期末 
残高相当額

13 11 25

 

工具器具
備品 

(百万円)

無形
固定資産
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

29 36 65

減価償却 
累計額 
相当額

23 31 54

中間期末 
残高相当額

6 4 11

 

工具器具
備品 

(百万円)

無形 
固定資産 
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額
相当額

29 36 65

減価償却
累計額 
相当額

20 27 48

期末残高
相当額

9 8 17

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。

②未経過リース料中間期末残高相当

額

１年以内 14 百万円

１年超 11

計 25

②未経過リース料中間期末残高相当

額

１年以内 7 百万円

１年超 4

計 11

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 12 百万円

１年超 5

計 17

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 7 百万円

減価償却費 
相当額

7

③支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 6 百万円

減価償却費
相当額

6

③支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 15 百万円

減価償却費
相当額

15

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

④減価償却費相当額の算定方法  

  同左

④減価償却費相当額の算定方法 

  同左

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。

(減損損失について)  

 同左

(減損損失について) 

 同左



前へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日)、当中間会計期間末(平成19年９月30日)及び前事業年度末(平

成19年３月31日) 

時価のある子会社株式はありません。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間会計期間(自平成19年４月１日

至平成19年９月30日)及び前事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 
                                        

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
                            

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
                                   

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間会計期間(自平成19年４月１日

至平成19年９月30日)及び前事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

                                            

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 708.04円 １株当たり純資産額 706.68円 １株当たり純資産額 717.62円

１株当たり中間純利益 9.41円 １株当たり中間純利益 6.90円 １株当たり当期純利益 16.21円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

中間貸借対照表の純資産の部の合計
額(百万円)

16,113 15,892 16,140

普通株式に係る純資産額(百万円) 16,113 15,892 16,140

普通株式の発行済株式数（千株） 24,771 24,771 24,771

普通株式の自己株式数（千株） 2,014 2,281 2,280

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

22,757 22,489 22,491

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 214 155 367

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益(百
万円)

214 155 367

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,757 22,490 22,696



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 
  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

 訂正報告書（上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年９月14日近畿財務局長に提出 

                                        

                                                

                                                 

                                               

該当事項はありません。 

  

事業年度 
(第60期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日近畿財務局長に提出

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

株 式 会 社  キ  ン  グ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社キング及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村   源 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年１２月１７日

株 式 会 社 キ ン グ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

キングの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社キング及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

  

京 都 監 査 法 人 

  

  
指 定 社員
業務執行社員 

公認会計士 高  津  靖  史  印 

      

  
指 定 社員
業務執行社員 

公認会計士 高  井  晶  治  印 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

株 式 会 社  キ  ン  グ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社キングの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村   源 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年１２月１７日

株 式 会 社 キ ン グ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

キングの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６１期事業年度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社キングの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

京 都 監 査 法 人 

  

  
指 定 社員
業務執行社員 

公認会計士 高  津  靖  史  印 

      

  
指 定 社員
業務執行社員 

公認会計士 高  井  晶  治  印 
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